



















































































































































































































































しあたり 33 年度から 35 年度（一部 37 年度）まで
の 3ヵ年につき、防衛力整備計画を策定する。②こ
の計画では、陸上自衛隊については、35 年度末、
最小限 6 管区隊、4 混成団、自衛官 18 万人、海上
自衛隊については、37 年末艦艇約 12 万 4000 トン、
航空機約 200 機，航空自衛隊については、37 年度























































































議論がおこる。例えば、1969（昭和 44）年 6 月 27
日第 61 回国会の衆議院本会議における「防衛庁設
置法及び自衛隊法の一部を改正する法律案」（陸上
自衛官 6000 名、海上自衛官 1222 名、航空自衛官








































































　 　但し、北海道の 3 個師団、九州の 1 個師団を
機械化する。
・ホーク（地対空ミサイル）部隊を 4個から 8個へ
・予備自衛官を 3.9 万人から 6万人へ
・ ヘリ部隊の増強　230 機から 380 機へ（輸送力 4
倍を目指す）
・APC（装甲兵員輸送車）を 670 両から 850 両へ
・自走砲を 60 両から 200 両へ
・L90 高射機関砲を 30 基から 80 基へ
中曽根4次防終了時には戦車1000両、艦艇200隻、




























は 1974（昭和 49）年 12 月 9 日に三木内閣が発足
し第 33 代防衛庁長官に坂田道太が就任し翌年 4月










角栄首相が増原恵吉（1971 年 7 月 5 日就任 1971 年
































KB論文が発表されたのは 1971（昭和 46）年 2
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確実ならしめるか








































































































































































































































































は国防会議懇談会へ 1975（昭和 50）年 11 月 13 日
の説明を始め 1976（昭和 51）年 5 月 28 日に防衛
白書の一部として説明された。その直後 1976（昭





力構想 ｣ が発表される 1976（昭和 51）年の第 77
国会以前の第 68 回までの、自衛隊の違憲性につい
ての発言 57 は 76 回である。一方 ｢基盤的防衛力構
想 ｣が発表されて以降、同じ会議数すなわち第 78
回から第 87 回までは 27 回であり実に 64％減少し
ている。
54 「基盤的防衛力構想」の策定とその意義
図表 6　国会（回次 13 － 92：1952 年－ 1980 年）委員会における防衛問題議論数　






























































　2010（平成 22）年 12 月 17 日、菅直人内閣は、
防衛力整備の新たな指針となる「平成 23 年度以降
に係る防衛計画の大綱」及び「中期防衛力整備計

















































































８　 『SAPIO』小学館、2000 年 8 月 23 日号に議員の印象
として。
９　 「防衛力整備目標について」1957（昭和 32）年 6 月
14 日閣議了解。




























22　『朝日新聞』1970（昭和 45）年 7月 24 日。
23　同上、10 月 20 日。
24　同上、10 月 22 日。
25　同上、10 月 22 日。
26　同上、10 月 25 日。
27　防衛庁がまだ正式決定していない 4次防の装備を一
部予算化してしまったとして昭和 47 年 2 月の国会が
荒れた。



















－』21 世紀社会デザイン研究 No.12 に詳しい。
34　｢ 防衛力整備の考え方 ｣（KB論文）は久保卓也の個
人論文として知られている。http：//www.ioc.u －


























38　 陸自将官退職者インタビュー（2010 年 4 月）。






（昭和 51）年 10 月 29 日に国防会議および閣議で決定
された。経費に関する細部指針が決定、いわゆる防
衛費GNP比 1％枠が決定される。
41　 第 75 国会衆議院本会議における施政方針演説。1975
年 1 月 24 日。















衛学会、第 5巻第 1 号 6 月。松谷は警察予備隊創設






















1973（昭和 48）年 01 月 29 日衆議院本会議。尚、「平
和時」の定義について増原防衛庁長官は「現在の状態」
と答弁している。
52　 『朝日新聞』1973（昭和 48）年 2月 1日。
53　 同上、1973（昭和 48）年 2月 6日。










59　 防衛庁（1977）『日本の防衛 昭和 52 年』大蔵省印刷
局 47 頁。
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